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（単位：千円）

国県支出金 地方債 その他

2,092,073 -            1,221,234 23,017,052

（単位：千円）

国県支出金 地方債 その他

1,562,087 888,000    380,186 23,224,284

（単位：千円）

国県支出金 地方債 その他

529,986 △ 888,000 841,048一般会計

一般会計

区分

26,054,5572,830,273

歳　　出

差 引 増 減　（令和６年度予算額：Ａ） － （令和５年度予算額：Ｂ）

歳　　入

財　　　　源　　　　内　　　　訳

特　　定　　財　　源
一般財源

△ 207,232483,034 275,802

一般財源
特　　定　　財　　源

区分

（１）総括

区分

一般会計 3,313,307

１．総務企画局所管予算案

特　　定　　財　　源

令　和　６　年　度　　　　予　　　　算　　　　額　　　(Ａ)

一般財源

財　　　　源　　　　内　　　　訳

歳　　入 歳　　出

26,330,359

令　和　５　年　度　　　　予　　　　算　　　　額　　　(Ｂ)

歳　　入 歳　　出

財　　　　源　　　　内　　　　訳
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　　（２）一般会計（歳入）

令和６年度 令和５年度

予　　算　　額 予　　算　　額

（Ａ） （Ｂ）

（１８） 使 用 料 及 び 手 数 料 5,347 10

 ２　手 数 料 5,338 1

 ３　収 入 証 紙 収 入 9 9

（１９） 国 庫 支 出 金 2,066,894 1,479,043

 ２　国 庫 補 助 金 2,066,894 1,478,731

 ３　委 託 金 -                  312

（２０） 県　支　出　金 25,179 83,044

 ３　委 託 金 25,179 83,044

（２１） 財　産　収　入 12,803 6,631

 １　財 産 運 用 収 入 12,623 6,451

 ２　財 産 売 払 収 入 180 180

（２２） 寄　　附　　金 5,231 1,350

 １　寄  附  金 5,231 1,350

款 ・ 項 

千円 千円 
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差　引　増　減 対前年度

（Ａ）－（Ｂ） 伸　率

（Ｃ） （Ｃ）／（Ｂ）

千円

5,337            53,370  

5,337            533,700 匿名加工情報手数料の増 5,337

-                 -          

587,851 39.7

デジタル基盤改革支援補助金交付要綱に基づく

588,163 39.8 補助金の増 956,136
マイナンバーカード交付事務費補助金交付要綱に基づく

補助金の減 △ 195,029
マイナポイント事業費補助金交付要綱に基づく

補助金の減 △ 124,738

△ 312 皆減 地方公務員給与実態調査事務費委託金の減 △ 312

△ 57,865 △ 69.7

△ 57,865 △ 69.7 統計調査費委託金の減 △ 57,865

6,172 93.1

6,172 95.7

-                 -          

3,881 287.5

3,881 287.5

主　な　増　減　内　容

千円 ％　
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令和６年度 令和５年度

予　　算　　額 予　　算　　額

（Ａ） （Ｂ）

款 ・ 項 

（２３） 繰　　入　　金 737,074 -                  

 24　退 職 手 当 基 金 繰 入 金 737,074 -                  

（２５） 諸　　収　　入 460,779 372,195

 ２　保 険 料 収 入 43,075 37,844

10　受 託 事 業 収 入 129,442 111,912

12  雑　　　 入 288,262 222,439

（２６） 市　　債 -                  888,000         

 １　市　　　 債 -                  888,000         

3,313,307 2,830,273合　　　計

千円 千円 

4



差　引　増　減 対前年度

（Ａ）－（Ｂ） 伸　率

（Ｃ） （Ｃ）／（Ｂ）

主　な　増　減　内　容

千円

737,074        皆増

737,074 皆増 退職手当基金受入金の増 737,074

88,584 23.8

5,231 13.8

17,530 15.7

65,823 29.6 派遣職員の人件費相当分収入の増 36,556
下水道事業会計退職手当負担金の増 27,240

△ 888,000 皆減

△ 888,000 皆減 庁舎等整備事業に充当する起債の減 △ 888,000

483,034 17.1

％　千円 
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令和６年度 令和５年度

予　　算　　額 予　　算　　額

（Ａ） （Ｂ）

千円 千円 

（２） 総　務　費 26,330,359 26,054,557

 １　総務管理費 26,105,932 25,825,696

 ５　統計調査費 224,427 228,861

26,330,359 26,054,557

（３）一般会計（歳出）

款 ・ 項 

合　　　　　計
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差　引　増　減 対前年度

（Ａ）－（Ｂ） 伸　率

（Ｃ） （Ｃ）／（Ｂ）

千円 ％ 千円

275,802 1.1

給与費等（市長、副市長及び一般職職員）　　　　　　　　　　　591,222

280,236 1.1 人事、労務経費の減 △ 242,154
プロジェクトの推進経費の減 △ 147,722

△ 4,434 △ 1.9

275,802 1.1

主　な　増　減　内　容
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（４）債務負担行為

千円 

令 和 ７ 年 度 か ら 　令和７年度以降

2,993,347         

令 和 13 年 度 ま で

令 和 ７ 年 度 か ら 　令和７年度以降

1,272,243         

令 和 14 年 度 ま で

令 和 ７ 年 度 か ら 　令和７年度以降

7,112,280         

令 和 14 年 度 ま で

令 和 ７ 年 度 か ら 　令和７年度以降

3,540,240         

令 和 10 年 度 ま で

会
計
名

事          項 期     間 限　度　額

一
般
会
計

シ ス テ ム 刷 新 事 業 に 係 る
福祉系・介護保険システム構築等
( 令 和 ６ 年 度 分 )

シ ス テ ム 刷 新 事 業 に 係 る
生 活 保 護 等 シ ス テ ム 構 築 等
( 令 和 ６ 年 度 分 )

シ ス テ ム 刷 新 事 業 に 係 る
税 シ ス テ ム 構 築 等

シ ス テ ム 刷 新 事 業 に 係 る
イ ン フ ラ 共 通 基 盤 整 備
（ 令 和 ６ 年 度 増 設 分 ）
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国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他
千円 千円 千円 千円

-            －           -            2,993,347

-            －           -            1,272,243

-            －           -            7,112,280

-            －           -            3,540,240

左  の  財  源  内  訳

特  定  財  源 一般財源又は
当該事業財源
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（５）令和６年度総務企画局重要施策 
上段 令和６年度予算額 

（下段 令和５年度予算額） 

★：新規 

 

１．福岡市総合計画の推進 
 

基本計画に掲げる施策について、事業の進捗状況や成果指標の達成状況等を踏まえながら

進行管理を行い、基本構想に掲げる都市像の実現に向けて、施策事業の着実な推進を図ると

ともに、次期基本計画の策定に取り組む。 
 

 
主な事業 

事業名 
予算額 

（千円） 

事  業  内  容 

これまでの取組み ６年度の主な取組み 

総合計画進行 

管理 
6,477 

基本計画の成果指標に関する

意識調査や施策評価等、総合計画

の進行管理を行っている。 

基本計画の成果指標に関する

意識調査や施策評価等を実施す

る。 

次期基本計画の

策定 

 

33,937 

 

 現計画の振り返りを行うととも

に、幅広い市民の意見を募集する

市民参加プロジェクトを実施し、

次期計画の素案の検討を行った。 

次期基本計画、政策推進プラン

及び地方版総合戦略の策定に取

り組む。 

Well-being 

及び SDGs 推進

事業 

2,000 

SDGs の普及・啓発に取り組む

とともに、「福岡市 Well-being & 
SDGs 登録制度」により、働く人

の Well-being の向上と SDGs の

達成に向けて取り組む企業を支

援している。 

SDGs の普及・啓発に取り組

むとともに、「福岡市 Well-being 
& SDGs 登録制度」のさらなる

浸透を図る。 

 
（ 

42,414 千円 
51,847 千円 

 
）
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２．プロジェクトの推進 
  

生活の質の向上と都市の成長の好循環を創り出すため、局横断的な重要課題等に対応

したプロジェクトについて、全市的観点から各局事業の調整や進行管理を行うなど、各

プロジェクトの推進を図る。 
 
 
主な事業 

事業名 
予算額 

（千円） 

事  業  内  容 

これまでの取組み ６年度の主な取組み 

ユニバーサル都

市・福岡の推進 
9,893 

ユニバーサル都市・福岡の実現

をめざし、福岡版ユニバーサルマ

ナー検定やＳＮＳの活用等によ

り、ユニバーサルデザインの普

及・啓発に取り組んでいる。 

ユニバーサル都市・福岡の実

現をめざし、市民や企業等の自

発的な行動につながるよう、ユ

ニバーサルデザインの普及・啓

発に取り組む。 

地域ポイント 

事業 
66,653 

デジタル技術を活用した地域ポイ

ントの付与により、市民の地域活動な

どを支援する仕組みの検討を行った。 

市民の地域活動などを支援す

る仕組みの構築に向けて、モデ

ル校区での実証を通じた課題の

抽出や改善に取り組む。 

農山漁村地域な

ど市街化調整区

域の活性化 

10,000 

地域主体の取組みを支援すると

ともに、土地利用規制の緩和を契

機とした、地域産業の振興に繋が

るビジネスの創出に向けて、地域

住民との対話や民間事業者への情

報発信などに取り組んでいる。 

活性化に向けた地域主体の

取組みを支援するとともに、未

利用地の活用など地域産業の

振興に繋がるビジネスの創出

に向けた取組みを推進する。 

産学官民連携に

よる国際競争力

強化 

35,000 

福岡地域戦略推進協議会において、

産学官民連携のプラットフォームの

活用により、新たなプロジェクトの立

ち上げ支援を行うなど、地域の成長に

資する取組みを進めている。 

産学官民が連携するプラット

フォーム機能を活かし、さらなる

事業化の支援を行うなど、地域の

成長に資する取組みを進める。 

国家戦略特区の

推進 

 

4,146 

「グローバル創業都市・福岡」

の実現のため、国等と共同で区域

会議の開催及び区域計画の策定を

行うなど、「福岡市グローバル創

業・雇用創出特区」の活用に関す

る調整を行うとともに、市民への

情報発信などに取り組んでいる。 

国等と共同で区域会議の開

催及び区域計画の策定を行う

とともに、市民への情報発信な

どに取り組むほか、認定を受け

た区域計画に基づき、各局が実

施する特区関連事業の推進を

サポートする。 

スマートシティ

推進事業 
2,432 

ＡＩやＩｏＴといった先端技術

等を活用し、社会課題の解決等の促

進に取り組んでいる。 

各局の先端技術等を活用し

た取組みのサポートや、関係団

体との連携などにより、スマー

トシティを推進し、社会課題の

解決等の促進に取り組む。 

 
（ 

157,503 千円 
305,225 千円 

 
）
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※他局へ事業移管 

〈市民局〉 

事業名 
予算額 

（千円） 

事  業  内  容 

これまでの取組み ６年度の主な取組み 

地域交流センタ

ー検討（南区） 

 

5,614 

地域特性調査の結果などを
踏まえ、南区拠点施設の整備の
必要性や機能など、基本的考え
方を策定した。 

南区における地域交流セン
ター整備に向け、基本構想の検
討を進める。 

 
〈経済観光文化局〉 

事業名 
予算額 

（千円） 

事  業  内  容 

これまでの取組み ６年度の主な取組み 

グローバルスタ

ートアップ推進

事業 

 

134,068 

海外スタートアップ拠点との
連携を活かした国際ビジネスマ
ッチングイベントの開催や、海
外進出を目指すスタートアップ
を対象とした研修の実施などに
よるグローバルに活躍できる創
業の環境づくりを推進してい
る。 

海外スタートアップ拠点と
の連携を活かした国際ビジネ
スマッチングイベントの開催
や、海外進出を目指すスタート
アップを対象とした研修の実
施などによるグローバルに活
躍できる創業の環境づくりの
推進とビジネス具体化を支援
する。 

外国人の創業を支援するた
め、「スタートアップビザ」の
活用を推進するとともに、事務
所・住居の確保を支援する。 

mirai@関連事業 

※１ 
2,526 

「mirai＠」を通して、企業等
の持つ先端技術やアイデアを活
用した実証実験などの提案を支
援し、社会実装を促進している。 

「mirai＠」を通して、企業等
の持つ先端技術やアイデアを活
用した実証実験などの提案を支
援し、社会実装を促進する。 

※１ スマートシティ推進事業の一部を移管 
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３．国際化の推進 
 
姉妹都市をはじめとする海外諸都市との交流や、国際機関との連携等を通して、福岡市の

プレゼンスを高めるとともに、日本人にも外国人にも住みやすく活動しやすいまちづくりや

グローバル人材の育成・定着を促進する。 
 
 
主な事業 

事業名 
予算額 

（千円） 

事  業  内  容 

これまでの取組み ６年度の主な取組み 

姉妹都市交流推進

事業 
21,153 

姉妹都市との相互理解を促

進する事業や、姉妹都市として

の関係を活用した経済交流事

業等を実施している。 

姉妹都市交流を通して、さらな

る相互理解を促進するとともに、

経済交流等を推進する。 

在住外国人の 

生活環境整備 

事業 

51,154 

生活情報の提供や生活ルー

ル・マナーの紹介、区役所等の

多言語対応のほか、日本語教育

の推進や地域の国際交流を促進

している。 

多言語での情報発信や転入手

続き時の生活ガイダンス、外国人

住民との交流促進、外国籍市民ア

ンケートなどのほか、日本語教育

の推進を行う。 

グローバル人材

育成・留学生支援

事業 

14,551 

奨学金事業やインターンシッ

プ事業の実施など、産学官連携

によるグローバル人材の育成・

定着促進や SNS 等による情報

提供などに取り組んでいる。 

産学官連携により留学生の地

元定着を促進していくとともに、

グローバル人材育成推進に取り

組む。 

福岡アジア文化

賞事業 
32,810 

これまでに、28か国・地域の

124 名の研究者や文化人に贈賞

し、授賞式や市民フォーラム、

学校訪問等を実施した。 

優れた受賞者を選考し、授賞

式や市民フォーラム、学校訪問

等を実施する。 

福岡よかトピア 

国際交流財団 

事業 

108,130 

福岡市の国際施策を担う機関

として、市民の国際交流の促進、

在住外国人の支援やグローバル

人材の育成などを推進してい

る。 

福岡市外国人総合相談支援

センターの運営のほか、地域の

日本語教育の支援や国際交流

の推進などに取り組む。 

 

 

 
（ 

355,292 千円 
352,983 千円 

 
）
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４．広域行政の推進及び水資源対策 

 

圏域内の 17 市町で構成する福岡都市圏広域行政推進協議会を中心として、暮らしやすく、

安全安心で、魅力と活力ある福岡都市圏づくりを推進するとともに、WITH THE 

KYUSHU の理念のもと、より広域的な視点に立って、九州各地域との連携を図る。 
また、福岡都市圏に共通する水問題の解決に向けて、関係自治体が一体となり、総合的な

水対策を推進する。 
 
 
主な事業 

事業名 
予算額 

（千円） 

事  業  内  容 

これまでの取組み ６年度の主な取組み 

都市圏広域行政 3,059 

福岡都市圏広域行政推進協

議会において、広域行政計画

に基づく共同事業の推進や、

国・県に対する提言活動など

に取り組んでいる。 

共同事業の推進や関係機関に

対する提言活動に取り組み、圏

域における広域行政を推進す

る。 

福岡都市圏広域 

行政事業組合運営

経費 

14,211 

都市圏の共同事業を行う福

岡都市圏広域行政事業組合に

対し、その運営に係る負担金

を支出している。 

都市圏の共同事業を行う福岡

都市圏広域行政事業組合に負担

金を支出する。 

九州各地域との 

連携の推進 
1,269 

九州広場の活用などにより

九州各地域との交流連携を推

進するとともに、北九州市や

熊本市、鹿児島市などの他都

市と連携し、市民サービスの

向上や観光振興など様々な分

野で連携事業を実施してい

る。 

九州各地域との連携事業を推

進する。 

福岡都市圏 

総合水対策の推進 
631 

都市圏共通の課題である水

問題に取り組むため、福岡都

市圏広域行政推進協議会にお

いて、水に関する調査研究や

国・県に対する提言などを実

施している。 

都市圏の総合的水対策推進の

ための調査研究や国・県等関係

機関への提言活動など、都市圏

一体となった活動を実施する。 

 
（ 

19,887 千円 
19,887 千円 

 
）
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５．ＤＸ（デジタルトランスフォーメーション）の推進 
  
市民の利便性の向上、行政事務の効率化を図るため、「福岡市ＤＸ戦略」に基づき、行政手

続きや市民サービスのデジタル化、オンライン化などＤＸに関する取組みを推進する。特に、

データ連携基盤を活用し、ポータルサイト「ふくおかサポート」からのプッシュ型の情報提

供の充実を図るなどデータの利活用を推進する。 
また、社会保障・税番号制度への対応やシステム刷新など、各種情報化施策を推進する。 

 
 
主な事業 

事業名 
予算額 

（千円） 

事  業  内  容 

これまでの取組み ６年度の主な取組み 

ノンストップ 

行政の推進 
135,453 

年間総処理件数の 90％以上

の手続きについてオンラインに

よる申請等を可能としたほか、

離島などの公民館等から遠隔で

相談等を可能とする「リモート

窓口」の導入などに取り組んで

いる。 

オンライン手続きの使いや

すさの向上や、申請結果通知等

のデジタル化の検討に取り組

むほか、「リモート窓口」の運

用等により、行政手続きのオン

ライン化やＤＸを前提とした

業務プロセスの見直しを一層

推進する。 

ＲＰＡ等の活用 

推進 
57,613 

 庁内業務へのＲＰＡ（※１）や

ＡＩ－ＯＣＲの導入に取り組ん

でいる。 

引き続きＲＰＡやＡＩ－ＯＣ

Ｒの拡充に取り組むとともに、ノ

ーコードツール（※２）の活用を

推進する。 

★ 

働き方ＤＸの推進 

 

67,451 ― 

多様な働き方を推進するた

めのテレワーク環境の拡充や

デジタル人材の育成強化など、

業務効率化と生産性向上に関

する取組みを一体的に推進す

る。 

統計情報等の活用

推進 
111,119 

統計情報等のデータを活用し

た政策立案の推進に係る調査検

討を行っている。 

統計情報等のデータを活用

した合理的根拠に基づく政策

立案を推進するための環境整

備を行う。 

データ連携基盤 163,024 

 データ連携基盤を活用したポ

ータルサイト「ふくおかサポー

ト」から子育てや教育、福祉な

どのプッシュ型の情報提供を行

っている。 

「ふくおかサポート」につい

て、子育てや教育、福祉などの

プッシュ型の情報提供サービ

スを更に充実させるとともに、

防災や税などその他の分野へ

の拡充を図る。 
また、機能改善によりさらな

る利便性の向上に取り組む。 
 

 
（ 

5,132,945 千円 
5,244,107 千円 

 
）
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事業名 
予算額 

（千円） 

事  業  内  容 

これまでの取組み ６年度の主な取組み 

システム刷新 2,966,779 

 令和２年度にシステム共通基

盤、住民記録システム等の構築

を完了し、また、国民健康保険

等システムは令和５年１月に構

築を完了した。 
 さらに、令和４年度より福祉

系・介護保険システム及び子ど

も子育て支援・生活保護等シス

テムの構築に向けた取組みを実

施している。 

福祉系・介護保険システム及

び子ども子育て支援・生活保護

等システムの構築等を引き続

き行うとともに、新たに税シス

テムの構築等に取り組む。 

自治体情報シス

テム標準化対応

経費 

453,100 

自治体情報システム標準化に

対応するため、国が示した標準

仕様書に基づき、システム改修

に向けた仕様の検討等を実施し

ている。 

自治体情報システム標準化

に対応するため、国が示した標

準仕様書に基づき、システム改

修やネットワーク環境の整備

等に取り組む。 

番号制度対応 

経費 
649,091 

社会保障・税番号制度に係る

システム運用及び改修を行って

いる。 
また、マイナンバーカード申請

出張サポートや若年層等を対象と

した普及キャンペーン等を実施し

ている。 

社会保障・税番号制度に係る

システム運用及び改修を行う。 
また、区役所及び出張所、公

民館等において、マイナンバー

カード申請出張サポート等を

行うとともに、「（仮称）マイナ

ンバーカード総合窓口」を各区

役所・出張所に新設する。 
※１ ＲＰＡ：パソコン上で行う定型業務を自動的に処理するアプリケーション 
※２ ノーコードツール：プログラミングの知識が無くても簡易なシステムを作成できるソフトウェア 
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６．効果的・効率的な行政運営の推進 
   

社会経済情勢や市民ニーズに的確かつ迅速に対応するために、「行政運営プラン」に

基づき、これからの時代にふさわしい行政サービスの提供と効果的・効率的な行政運営

に向けた取組みを推進する。 
また、市民対応の充実によるぬくもりのある区役所に向けて、バックヤードの定型業

務を集約・委託化する行政事務センターを設置する。 
 
主な事業 

事業名 
予算額 

（千円） 

事  業  内  容 

これまでの取組み ６年度の主な取組み 

効果的・効率的

な行政運営の 

推進 

234,236 

「行政運営プラン」に基づき、

区役所業務の一部集約化の検討

など、効果的・効率的な行政運

営の推進に取り組んでいる。 

次期プランの策定準備を進

めるとともに、区役所の定型

業務を集約・委託化する行政

事務センターを設置する。 

 
 
７．情報公開及び個人情報保護 
   

情報公開については、公文書公開請求制度の適正な運用とともに、市政に関する情報

の市民への迅速かつ積極的な公表・提供を図る。 
また、個人情報保護については、個人情報開示請求などの制度の運用を通して、個人

情報の適正な取扱いの徹底を図る。 
 
 
主な事業 

事業名 
予算額 

（千円） 

事  業  内  容 

これまでの取組み ６年度の主な取組み 

情報公開制度 

運営経費 
1,868 

情報公開審査会の開催のほ

か、職員の意識向上を目的に研

修等の実施、会議開催や主要事

業実施状況の情報公表・提供等

の推進を行っている。 

審査会の円滑な運営や、職員

の意識向上に努めるとともに、

公文書公開請求制度の適正な

運用と情報公表・提供施策の充

実を図る。 

個人情報保護 

制度運営経費 
7,202 

個人情報保護審議会の開催

のほか、職員の意識向上を目的

に研修等の実施、個人情報ファ

イル簿による保有状況の公表

などを行っている。 

審議会の円滑な運営や、職員

の意識向上に努めるとともに、

開示請求やファイル簿の公表

などの制度の運用により、個人

情報の適正な取扱いの徹底を

図る。 

 
（ 

234,236 千円 
14,854 千円 

 
）

 
（ 

9,070 千円 
4,070 千円 

 
）
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８．人事・給与制度、人材育成及び福利厚生 

 
職員の意欲や能力と実績を踏まえ、適材適所及び人材育成の観点に立った人事異動を

実施するとともに、公務員倫理の保持に努める。また、職員の研修実施や職場研修の支

援等により、職員の能力と意欲の向上を図る。 
さらには、職員の給与その他の勤務条件を整備するとともに、職員が健康で安心して

働くことができるよう安全衛生を推進する。 
 
 

主な事業 

事業名 
予算額 

（千円） 

事  業  内  容 

これまでの取組み ６年度の主な取組み 

人事・給与制度 

関連経費 
266,247 

職員の任免、人事異動、服務

指導を行うとともに、会計年度

任用職員制度など人事制度及

び職員の給与制度等の勤務条

件に関する検討・整備等によ

り、職員の能力と意欲の向上に

取り組んでいる。 

職員の任免、人事異動、服

務指導を行うとともに、人事

制度及び職員の給与制度等

の勤務条件に関する検討・整

備等により、職員の能力と意欲

の向上に取り組む。 

人材育成経費 39,432 

管理職のマネジメント支援

の強化や職場の活性化、女性

職員の活躍推進を図るため研

修を充実するとともに、派遣

研修の実施や自主研修の支援

を行っている。 

管理職のマネジメント支援

の強化や職場の活性化、女性職

員の活躍推進を図るため研修

を充実するとともに、派遣研修

の実施や自主研修の支援を行

っていく。 

職員の安全衛生、 

福利厚生経費 
168,924 

職員の安全衛生の管理に努め

るとともに、福岡市職員共済組合

及び福岡市職員厚生会において、

各種福利厚生事業を実施してい

る。 

職員の安全衛生の管理に努

めるとともに、福岡市職員共済

組合及び福岡市職員厚生会に

おいて、各種福利厚生事業を実

施していく。 

 

 
（ 

474,603 千円 
716,395 千円 

 
）
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（６）款項目別説明資料
     ア．一般会計（歳入）

予算案   
説明書 令和６年度 令和５年度 差引増減

(その１） 款 項 目 予　算　額 予　算　額 (Ａ) － (Ｂ)
の掲載 (Ａ) (Ｂ) (Ｃ)
ページ 　千円 　千円 　千円

  
 18  2  1

59 使用料及び 手数料 総務手数料 5,338 1 5,337        
手  数  料

 3  1
65  収入証紙  収入証紙 9 9            -            

 収　　入  収　　入

 19  2  1
69～71  国庫支出金  国庫補助金  総  務  費 2,066,894    1,478,731    588,163

 国庫補助金

 3  1
85  委 託 金  総 務 費 -            312          △ 312

 委 託 金

 20  3  1
100 県支出金  委 託 金  総 務 費 25,179       83,044       △ 57,865

 委 託 金
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（単位：千円）

対前年度
伸　率

(Ｃ) / (Ｂ)
％ （　　　　）内は前年度予算額
　 　　  

533,700.0   　行政不服審査法に基づく書面等交付手数料 1 ( 1         )
　個人情報保護法に基づく匿名加工情報手数料 5,337 ( -         )

-          　契約履行証明書発行手数料

39.8 　社会資本整備総合交付金交付要綱に基づく交付金
9,600 ( 9,600 )

　外国人受入環境整備交付金交付要綱に基づく交付金
10,000 ( 20,000 )

　文化芸術振興費補助金交付要綱に基づく補助金
10,751 ( 8,678 )

　マイナンバーカード交付事務費補助金交付要綱に基づく補助金
579,315 ( 774,344 )

　マイナポイント事業費補助金交付要綱に基づく補助金

- ( 124,738 )
　社会保障・税番号制度システム整備費補助金交付要綱に基づく補助金

29,553 ( -         )
　デジタル基盤改革支援補助金交付要綱に基づく補助金

1,398,235 ( 442,099 )
　デジタル田園都市国家構想交付金（デジタル実装タイプ）
　交付要綱に基づく交付金 29,440 ( 99,272 )

皆減 　地方公務員給与実態調査事務費委託金

△ 69.7 　統計調査費委託金
　　国勢調査調査区設定 8,922 ( -         )
　　全国家計構造調査 7,966 ( -         )
    国勢調査第３次試験調査 1,741 ( -         )
    農林業センサス 5,742 ( -         )
    学校基本調査 330 ( 342 )
    経済センサス調査区管理 110 ( 115 )
    経済センサス活動調査準備 170 ( -         )
　　統計調査員確保対策事業 198 ( 232 )
　　住宅・土地統計調査 - ( 78,598 )
　　漁業センサス - ( 2,901 )
　　国勢調査準備 - ( 191 )
    農林業センサス準備 - ( 665 )

説　　　　　　　　　明
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予算案   
説明書 令和６年度 令和５年度 差引増減

(その１） 款 項 目 予　算　額 予　算　額 (Ａ) － (Ｂ)
の掲載 (Ａ) (Ｂ) (Ｃ)
ページ 　千円 　千円 　千円

 21  1  1
102 財産収入  財産運用  財産貸付 5,341        5,341        -            

 収　　入  収　　入

 2
105  利子及び 7,282 1,110 6,172

 配 当 金

 2  2
106  財産売払  物品売払 180 180 -            

 収　　入  収　　入

 22  1  1
107 寄 附 金 寄 附 金  総 務 費 5,231 1,350 3,881

 寄 附 金

 23  24  1
116 繰 入 金 退職手当 退職手当 737,074 -            737,074

基金繰入金 基金繰入金

 25  2  1
118 諸 収 入  保険料収入 保険料収入 43,075 37,844 5,231

 10  1
122 受託事業 総務費受託 129,442 111,912 17,530

収　　入 事業収入

 12  13
127 雑　　入 その他の 288,262 222,439 65,823

雑　　入

 

 26  1  1
128 　市　　債 　市　　債 総 務 債 -            888,000      △ 888,000

3,313,307 2,830,273 483,034歳　　　入　　　合　　　計
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（単位：千円）

対前年度
伸　率

(Ｃ) / (Ｂ)
％ （　　　　）内は前年度予算額

説　　　　　　　　　明

-          　福岡市国際会館の貸付収入

　   
556.0 　退職手当基金から生じる利子収入 4,833 （ -         )

　株式会社ジェイコム九州出資金に対する配当金 2,449 （ 1,110 )
　   

　   
-          　FUKUOKA NEXTグッズの販売収入 30 ( 30 )

　統計刊行物の販売収入 150 ( 150 )
　   

287.5 　留学生支援事業に対する寄附金

皆増 　退職手当の財源に充当するための基金受入金

13.8   雇用保険法に基づく保険料収入 4,245 ( 3,372 )
  厚生年金保険法に基づく保険料収入 38,830 ( 34,472 )

15.7 　電子計算機による計算業務等の受託収入 119,041 ( 107,591 )
　庶務事務処理に伴う受託収入 7,787 ( 1,707 )
　総務事務センター運営に伴う受託収入 2,614 ( 2,614 )

29.6 　派遣職員の人件費相当分収入 187,343 ( 150,787 )
　下水道事業会計退職手当負担金 58,013 ( 30,773 )

皆減 　庁舎建設債
　

17.1
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   イ．一般会計（歳出）

予算案   
説明書 令和６年度 令和５年度 差引増減
(その１) 款 項 目 予　算　額 予　算　額 (Ａ) － (Ｂ)
の掲載 (Ａ) (Ｂ) （Ｃ）
ページ 千円 　千円 千円

   

 2  1  1

138～147 総 務 費 総務管理費 一般管理費 13,941,388 13,857,248 84,140

 2

148～151 人事管理費 535,808 768,551 △ 232,743
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（単位：千円）

対前年度
伸　率

(Ｃ) / (Ｂ)
％ （　　　　　）内は前年度予算額
   

　1  給与費等(市長、副市長及び一般職職員) 13,535,170 （ ）

0.6 ※退職手当を含む

 特別職職員（市長、副市長）、一般職職員・1,305人(うち会計年度任用職員・13人)

関連歳入  

（23）繰入金 737,074

　　　 退職手当基金受入金

（25）諸収入 295,112

　 　　雇用保険料収入 2,531

　　 　厚生年金保険料収入 13,199

　　　 その他の雑入 279,382

　2  非常勤職員の公務災害等補償経費 3,480 （ ）

　3  法制、文書その他総務事務経費 162,301 （ ）

ア　法制事務経費 27,671 （ ）

イ　文書事務経費 115,982 （ ）

ウ　情報公開に関する経費 1,868 （ ）

エ　個人情報保護に関する経費 7,202 （ ）

オ　その他の経常事務費 9,578 （ ）

関連歳入  

（18）使用料及び手数料 5,338

　　 　行政不服審査法に基づく書面等交付手数料 1

       個人情報保護法に基づく匿名加工情報手数料 5,337

（25）諸収入 1,385

　　 　その他の雑入

　4  効果的・効率的な行政運営の推進 235,604 （ ）

ア　効果的・効率的な行政運営の推進 234,236 （ ）

イ　公正な職務の推進 1,368 （ ）

　5  その他の経費 4,833 （ ）

関連歳入  

（21）財産収入 4,833

　　　 退職手当基金利子収入

　1  一般職職員給与費等 61,205 （ ）

△ 30.3  一般職職員・15人（うち会計年度任用職員・15人）

関連歳入  

（25）諸収入 4,628

　 　　雇用保険料収入 282

　　 　厚生年金保険料収入 4,346

　2  人事、労務経費 266,247 （ ）

ア　職員の貸与被服費 40,337 （ ）

イ　その他の事務費 225,910 （ ）

関連歳入  

（25）諸収入 10,950

　　 　庶務事務処理に伴う受託収入 7,787

　　 　総務事務センター運営に伴う受託収入 2,614

　　 　その他の雑入 549

16,297

14,854

1,443

説　　　　　　　　　　　明

12,943,948

508,401

3,346

42,828

465,573

732,241  

161,416

27,671

119,820

1,780

2,290

9,855

52,156
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予算案   
説明書 令和６年度 令和５年度 差引増減
(その１) 款 項 目 予　算　額 予　算　額 (Ａ) － (Ｂ)
の掲載 (Ａ) (Ｂ) （Ｃ）
ページ 千円 　千円 千円

   

　

 10

164～167 企画調整費 391,171 553,279 △ 162,108
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（単位：千円）

対前年度
伸　率

(Ｃ) / (Ｂ)
％ （　　　　　）内は前年度予算額

説　　　　　　　　　　　明

   

　3  人材育成経費 39,432 （ ）

ア　職員の研修経費 30,840 （ ）

イ　運営管理費 8,592 （ ）

関連歳入

（25）諸収入 373

　　 　その他の雑入

　4  職員の福利厚生経費 168,924 （ ）

ア　安全衛生管理経費 63,178 （ ）

イ　福岡市職員共済組合負担金 66,622 （ ）

ウ　福岡市職員厚生会交付金 20,676 （ ）

エ　福岡市職員共済組合交付金 18,303 （ ）

オ　その他の経費 145 （ ）

　1  一般職職員給与費等 26,486 （ ）

△ 29.3  一般職職員・６人（うち会計年度任用職員・６人）

関連歳入  

（25）諸収入 2,010

　 　　雇用保険料収入 124

　　 　厚生年金保険料収入 1,886

　2  福岡市の政策に関する調査・企画及び調整経費 205,834 （ ）

ア　福岡市総合計画の推進経費 42,414 （ ）

イ　福岡市の施策に関する総合調整経費 48,393 （ ）

ウ　広域行政の推進経費 18,539 （ ）

エ　福岡アジア都市研究所経費 96,488 （ ）

関連歳入  

（21）財産収入 30

　　　 物品売払収入

　3  プロジェクトの推進経費 157,503 （ ）

関連歳入  

（19）国庫支出金 9,600

　　　 社会資本整備総合交付金交付要綱に基づく交付金

　4  水資源対策経費 1,348 （ ）

51,708

168,115

66,257

64,691

305,225

1,348

216,171

39,879

35,281

4,598

20,443

16,579

145

30,535

51,847

18,539

94,077
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予算案   
説明書 令和６年度 令和５年度 差引増減
(その１) 款 項 目 予　算　額 予　算　額 (Ａ) － (Ｂ)
の掲載 (Ａ) (Ｂ) （Ｃ）
ページ 千円 　千円 千円

　

 11

166～169 情報化推進費 10,731,510 10,157,400 574,110

　

 12

170～171 基地対策費 1,276 1,176 100

28



（単位：千円）

対前年度
伸　率

(Ｃ) / (Ｂ)
％ （　　　　　）内は前年度予算額

説　　　　　　　　　　　明

　1  一般職職員給与費等 107,429 （ ）

5.7  一般職職員・26人（うち会計年度任用職員・26人）

関連歳入  

（19）国庫支出金 62,551

　　 　マイナンバーカード交付事務費補助金交付要綱に基づく

　　 　補助金

（25）諸収入 8,166

　 　　雇用保険料収入 510

　　 　厚生年金保険料収入 7,656

　2  ＤＸの推進経費 5,132,945 （ ）

関連歳入  

（19）国庫支出金 1,973,992

　　 　マイナンバーカード交付事務費補助金交付要綱に基づく

　　 　補助金 516,764

       社会保障・税番号制度システム整備費補助金交付要綱

　　　 に基づく補助金 29,553

　　　 デジタル基盤改革支援補助金交付要綱に基づく補助金

1,398,235

　　　 デジタル田園都市国家構想交付金（デジタル実装

       タイプ）交付要綱に基づく交付金 29,440

（21）財産収入 2,449

　　　 株式会社ジェイコム九州出資金に対する配当金

（25）諸収入 1,419

　　 　電子計算機による計算業務等の受託収入

　3  システム運用･保守経費 3,520,147 （ ）

関連歳入  

（25）諸収入 17,061

　　 　電子計算機による計算業務等の受託収入

　4  全庁ＯＡ関連経費 1,946,041 （ ）

関連歳入  

（25）諸収入 100,561

　　 　電子計算機による計算業務等の受託収入

　5  その他の事務経費 24,948 （ ）

関連歳入  

（18）使用料及び手数料 9

　　 　収入証紙収入

（25）諸収入 280

　　 　その他の雑入

8.5 　基地対策費 1,276 （ ）

5,244,107

3,372,074

1,417,647

35,454

88,118

1,176
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予算案   
説明書 令和６年度 令和５年度 差引増減
(その１) 款 項 目 予　算　額 予　算　額 (Ａ) － (Ｂ)
の掲載 (Ａ) (Ｂ) （Ｃ）
ページ 千円 　千円 千円

 18

182～185 国際化推進費 458,081 440,151 17,930

 22

194～197 東京事務所費 46,611 46,608 3

 23

196～197 恩給及び 87 1,283 △ 1,196
退職年金費
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（単位：千円）

対前年度
伸　率

(Ｃ) / (Ｂ)
％ （　　　　　）内は前年度予算額

説　　　　　　　　　　　明

　1  一般職職員給与費等 102,789 （ ）

4.1  一般職職員・23人（うち会計年度任用職員・23人）

関連歳入  

（25）諸収入 7,836

　　 　雇用保険料収入 483

　　 　厚生年金保険料収入 7,353

　2  国際交流事業費 21,153 （ ）

　3  国際化推進事業費 107,617 （ ）

関連歳入  

（19）国庫支出金 5,618

　　 　文化芸術振興費補助金交付要綱に基づく補助金

（22）寄附金 5,231

　　　 留学生支援事業に対する寄附金

（25）諸収入 4,000

　　 　その他の雑入

　4  拠点都市推進事業費 118,392 （ ）

ア　国際協力・連携事業費 85,582 （ ）

イ　福岡アジア文化賞事業費 32,810 （ ）

　5  国際交流財団事業費 108,130 （ ）

関連歳入  

（19）国庫支出金 15,133

　　 　外国人受入環境整備交付金交付要綱に基づく交付金

　　 　 10,000

　　 　文化芸術振興費補助金交付要綱に基づく補助金

5,133

（21）財産収入 5,341

　　 　建物等貸付収入

（25）諸収入 1,011

　　 　その他の雑入

　1  一般職職員給与費等 3,942 （ ）

0.0  一般職職員・１人（うち会計年度任用職員・１人）

関連歳入  

（25）諸収入 301

　 　　雇用保険料収入 18

　　 　厚生年金保険料収入 283

42,669 （ ）

関連歳入  

（25）諸収入 1,282

　　 　その他の雑入

△ 93.2 　退職職員の遺族に対する遺族扶助料 87 （ ）1,283

87,168

28,098

89,310

118,094

85,043

33,051

117,481

43,227　2  国等との連絡及び情報の収集等東京事務所運営経費

3,381
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予算案   
説明書 令和６年度 令和５年度 差引増減
(その１) 款 項 目 予　算　額 予　算　額 (Ａ) － (Ｂ)
の掲載 (Ａ) (Ｂ) （Ｃ）
ページ 千円 　千円 千円

　

 5  1

210～213 統計調査費 統 計 調 査 199,248 145,817 53,431

総  務  費

 2

212～213 委 託 統 計 25,179 83,044 △ 57,865

調　査　費   

26,330,359 26,054,557 275,802　歳　　　出　　　合　　　計
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（単位：千円）

対前年度
伸　率

(Ｃ) / (Ｂ)
％ （　　　　　）内は前年度予算額

説　　　　　　　　　　　明

　1  一般職職員給与費等 194,183 （ ）

36.6  一般職職員・36人（うち会計年度任用職員・17人）

関連歳入  

（25）諸収入 4,404

　 　　雇用保険料収入 297

　　 　厚生年金保険料収入 4,107

　2  市勢統計に要する経費 5,065 （ ）

関連歳入  

（21）財産収入 150

　　　 物品売払収入

△ 69.7 　委託統計調査に要する経費 25,179 （ ）

 関連歳入  

（20）県支出金 25,179

　　 　統計調査費委託金

1.1

4,741

83,044

141,076
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ウ．負担金、補助及び交付金の予算措置状況 （単位：千円）

負　担　金　の　名　称 交　付　先
６年度
予算額

５年度
予算額

対前年度
増減

研修費負担金 全国市町村国際文化研修所等 1,362 1,748 △ 386

福岡市職員共済組合負担金 福岡市職員共済組合 66,622 64,691 1,931

安全衛生管理関係負担金 福岡中央労働基準協会等 1,282 572 710

国家戦略道路占用事業負担金 国家戦略道路占用事業実施団体 500 500 -               

福北連携負担金 福北都市問題研究会 200 200 -               

まちづくり負担金
We Love 天神協議会
博多まちづくり推進協議会

24,000 24,000 -               

国際ビジネスマッチングイベント負担金
※経済観光文化局へ事業移管

明星和楽実行委員会 - 1,000 △ 1,000

産学官民連携主体負担金 福岡地域戦略推進協議会 35,000 35,000 -               

福岡都市圏広域行政推進協議会負担金 福岡都市圏広域行政推進協議会 3,690 3,690 -               

福岡都市圏広域行政事業組合負担金 福岡都市圏広域行政事業組合 14,211 14,211 -               

広域交流負担金 グランドクロス広域連携協議会 50 50 -               

市長会負担金 指定都市市長会等 8,039 8,039 0

都市政策関係会議負担金 大都市企画主管者会議等 38 38 -               

地域開発関係協議会負担金 （一財）地域活性化センター等 2,495 2,522 △ 27

調査研究機関負担金 （公財）九州経済調査協会等 1,469 1,427 42             

電算団体負担金
(地方公共団体情報システム機構)

地方公共団体情報システム機構 1,800 1,800 -               

セキュリティクラウド負担金
福岡県自治体
情報セキュリティ対策協議会

229,003 229,036 △ 33

防衛施設周辺整備全国協議会負担金 防衛施設周辺整備全国協議会 6 6 -               

板付基地返還促進協議会負担金 板付基地返還促進協議会 810 810 -               

国際化推進事業負担金 国連ハビタット福岡本部等 78,999 74,139 4,860

姉妹都市交流事業負担金 福岡市姉妹都市委員会 8,526 9,202 △ 676

福岡アジア文化賞負担金 福岡アジア文化賞委員会 32,810 33,051 △ 241

研修費負担金 釜山大学言語教育院 650 650 -               

附帯設備費負担金
公益社団法人
全国市有物件災害共済会

3,326 3,326 -               

東京懇話会負担金 福岡市東京懇話会開催委員会 3,533 3,150 383            

統計協会負担金 福岡県統計協会 - 70 △ 70

518,421 512,928 5,493

※諸会議費負担金、工事費負担金及び共益費負担金は除く。

負担金　計
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（単位：千円）

補　助　及　び　交　付　金　の　名　称 交　付　先
６年度
予算額

５年度
予算額

対前年度
増減

福岡アジア都市研究所補助金 （公財）福岡アジア都市研究所 96,488 94,077 2,411

地域おこし協力隊活動費助成金 地域おこし協力隊 1,814 1,146         668

福岡県留学生交流事業補助金 福岡県留学生会 600 600 -               

日本国際連合協会福岡県本部交流啓発事業補助金 日本国際連合協会福岡県本部 450 450 -               

福岡インターナショナル・スクール事業補助金 学校法人福岡国際学園 6,000 6,000 -               

福岡よかトピア国際交流財団運営事業補助金 （公財）福岡よかトピア国際交流財団 108,130 117,481 △ 9,351

留学生支援事業補助金 （公財）福岡よかトピア国際交流財団 5,231 2,100 3,131

日本語教室補助金 日本語教室を運営するボランティア団体 3,300 2,590         710

222,013 224,444 △ 2,431

社会保障・税番号制度交付金 地方公共団体情報システム機構 53,200 23,647 29,553       

福岡市職員厚生会交付金 （一財）福岡市職員厚生会 20,676 20,443 233

福岡市職員共済組合交付金 福岡市職員共済組合 18,303 16,579 1,724

92,179 60,669 31,510

補助金　計

交付金　計
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福岡市行政手続における特定の個人を識別するための番号の

利用等に関する法律に基づく個人番号の利用に関する条例の

一部を改正する条例案の概要 

第１ 改正の理由 

効率的な情報の管理及び利用並びに他の行政事務を処理する者との間における迅

速な情報の授受を行うため、本市の個人番号の利用範囲を拡大する等の必要がある。 

 

第２ 改正の内容 

１ 市独自の個人番号利用事務の追加（第４条第１項） 

番号法の別表に規定する事務に加え、市独自（法定以外）の個人番号利用事務

について次のとおり追加する。 

(1) 福岡市重度心身障がい者福祉手当支給条例による福祉手当の支給に関す

る事務 

(2) 福岡市心身障害者扶養共済制度条例による掛金の減免に関する事務 

(3) 子ども・子育てを支援するための事業の実施に関する事務 

      

２ 行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律の一

部改正に伴う規定の整備（第４条第１項、第３項及び第４項） 

行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律の改

正内容（令和５年６月９日公布）に合わせて、所要の改正を行う。 

 

３ その他所要の改正（第４条第２項） 

１の追加に伴う特定個人情報の利用範囲の拡大等 

 

第３ 施行期日 

令和６年４月１日から施行する。 

ただし、行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律

の一部改正に伴う改正規定は、規則で定める日から施行する。 

  

（１）議案第 51 号（概要） 
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福岡市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律 

に基づく個人番号の利用に関する条例の一部を改正する条例案 新旧対照表 

【下線部分が改正部分】 

現   行 改 正 案 

第１条～第３条 （略） 

 

（個人番号の利用範囲） 

第４条 法第９条第２項の条例で定める事務

は、市長（法令の規定により当該事務の全部

又は一部を行うこととされている者がある場

合にあっては、その者を含む。以下同じ。）

が行う次に掲げるものとする。 

(1)～(2) （略） 

 

 

 

 

(3) （略） 

 

 

 

(4)・(5) （略） 

 

 

(6)～(9) （略） 

(10) 法別表第２の第２欄に掲げる事務 

(11) （略） 

２ 市長は、別表の左欄に掲げる事務の区分

に応じ、当該事務を処理するために必要な限

度で、同表の右欄に掲げる特定個人情報で

あって自らが保有するものを利用することが

できる。ただし、法の規定により、情報提供

ネットワークシステムを使用して他の個人番

号利用事務実施者から当該特定個人情報の提

供を受けることができる場合は、この限りで

ない。 

 

 

第１条～第３条 （略） 

 

（個人番号の利用範囲） 

第４条 法第９条第２項の条例で定める事務

は、市長（法令の規定により当該事務の全部

又は一部を行うこととされている者がある場

合にあっては、その者を含む。以下同じ。）

が行う次に掲げるものとする。 

 (1)～(2) （略） 

(3) 福岡市重度心身障がい者福祉手当支給条

例(昭和 48 年福岡市条例第 40号)による重度

心身障がい者福祉手当の支給に関する事務

であって規則で定めるもの 

(4) （略） 

(5) 福岡市心身障害者扶養共済制度条例(昭

和 47 年福岡市条例第 15 号)による掛金の減

免に関する事務であって規則で定めるもの 

(6)・(7) （略） 

(8) 子ども・子育てを支援するための事業の

実施に関する事務であって規則で定めるもの 

(9)～(12) （略） 

(13) 特定個人番号利用事務      

(14) （略） 

２ 市長は、別表の左欄に掲げる事務の区分

に応じ、当該事務を処理するために必要な限

度で、同表の右欄に掲げる特定個人情報で

あって自らが保有するものを利用することが

できる。ただし、法の規定により、情報提供

ネットワークシステムを使用して他の個人番

号利用事務実施者から当該特定個人情報の提

供を受けることができる場合は、この限りで

ない。 
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現   行 改 正 案 

３ 市長又は教育委員会(法令の規定により法

別表第２の第２欄に掲げる事務その他これに

準じるものとして規則で定める事務の全部又

は一部を行うこととされている者がある場合

にあっては、その者を含む。)は、当該事務の

区分に応じ、当該事務を処理するために必要

な限度で、同表の第４欄に掲げる特定個人情

報その他規則で定める特定個人情報であって

自らが保有するものを利用することができ

る。ただし、法の規定により、情報提供ネッ

トワークシステムを使用して他の個人番号利

用事務実施者から当該利用特定個人情報その

他規則で定める特定個人情報の提供を受ける

ことができる場合は、この限りでない。 

４ 前２項の規定による特定個人情報の利用

ああああああああああああああああああああ

ああああああああああああああ  ができる

場合において、他の条例、規則その他の規程

の規定により当該特定個人情報ああああああ

あああああああああああああああああ  あ

あと同一の内容の情報を含む書面の提出が義

務付けられているときは、当該書面の提出が

あったものとみなす。 

第５条 （略） 

別表 

事務 特定個人情報 

1 福岡市ひと

り親家庭等医療

費助成条例によ

る医療費の助成

に関する事務で

あって規則で定

めるもの 

地方税関係情報、戸籍関

係情報、住民票関係情報、

生活保護関係情報、児童

扶養手当関係情報、国民

健康保険法(昭和 33 年法

律第192号)若しくは高齢

者の医療の確保に関する

法律(昭和 57 年法律第 80

号)による医療に関する

給付の支給若しくは保険

料の徴収に関する情報( 
 

３ 市長又は教育委員会(法令の規定により特

定個人番号利用事務     その他これに

準じるものとして規則で定める事務の全部又

は一部を行うこととされている者がある場合

にあっては、その者を含む。)は、当該事務の

区分に応じ、当該事務を処理するために必要

な限度で、利用特定個人情報        

 その他規則で定める特定個人情報であって

自らが保有するものを利用することができ

る。ただし、法の規定により、情報提供ネッ

トワークシステムを使用して他の個人番号利

用事務実施者から当該利用特定個人情報その

他規則で定める特定個人情報の提供を受ける

ことができる場合は、この限りでない。 

４ 第２項の規定による特定個人情報の利用

又は前項の規定による利用特定個人情報その

他規則で定める特定個人情報の利用ができる

場合において、他の条例、規則その他の規程

の規定により当該特定個人情報又は当該利用

特定個人情報その他規則で定める特定個人情

報と同一の内容の情報を含む書面の提出が義

務付けられているときは、当該書面の提出が

あったものとみなす。 

第５条 （略） 

別表 

事務 特定個人情報 

1 福岡市ひと

り親家庭等医療

費助成条例によ

る医療費の助成

に関する事務で

あって規則で定

めるもの 

地方税関係情報、戸籍関

係情報、住民票関係情報、

生活保護関係情報、児童

扶養手当関係情報、国民

健康保険法(昭和 33 年法

律第192号)若しくは高齢

者の医療の確保に関する

法律(昭和 57 年法律第 80

号)による医療に関する

給付の支給若しくは保険

料の徴収に関する情報( 
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現   行 改 正 案 
 

 以下「医療保険給付関係

情報」という。)、障害者

関係情報、中国残留邦人

等支援給付等関係情報又

は生活に困窮する外国人

に対する生活保護法によ

る保護の実施又は就労自

立給付金の支給に準じる

措置に関する情報(以下

「外国人生活保護関係情

報」という。) であって

規則で定めるもの 

2・3 （略） （略） 

  

4・5 （略） （略） 

  

6～11 （略） （略） 

 

 以下「医療保険給付関係

情報」という。)、障害者

関係情報、中国残留邦人

等支援給付等関係情報又

は生活に困窮する外国人

に対する生活保護法によ

る保護の実施又は就労自

立給付金の支給に準じる

措置に関する情報(以下

「外国人生活保護関係情

報」という。)であって 

規則で定めるもの 

2・3 （略） （略） 

4 福岡市心身

障害者扶養共済

制度条例による

掛金の減免に関

する事務であっ

て規則で定める

もの 

地方税関係情報、住民票

関係情報、生活保護関係

情報又は中国残留邦人等

支援給付等関係情報で

あって規則で定めるもの 

5・6 （略）  （略） 

7 子ども・子育

てを支援するた

めの事業の実施

に関する事務で

あって規則で定

めるもの 

地方税関係情報又は住民

票関係情報であって規則

で定めるもの 

8～13 （略）  （略） 
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（２）議案第52号（概要）

[市長事務部局]
マイナンバーカードの利活用促進等への対応 16
子育て家庭への支援に係る体制強化 10
観光振興に係る体制強化 6
世界水泳選手権福岡大会の終了 ▲ 46

第 ３ 号 [教育委員会]
学級数の増加等に伴う教職員の増員 227
小学校給食調理等業務の民間委託 ▲ 4

第 ４ 号 学校環境整備業務の体制見直し ▲ 10

第 ５ 号 [交通局]

地下鉄七隈線車両増備 1

第 ６ 号

[消防局]

救急隊の増隊 8
第 ７ 号

第 ８ 号

第 ９ 号

【参　考１】　福岡市議会事務局と合わせた条例定数

【参　考２】　総定員（条例定数及び外郭団体等への派遣職員数）の推移

16,997 17,293 17,562 17,957 18,216

前年度増減 109 296 269 395 259

328 317 320 322 317

前年度増減 6 ▲ 11 3 2 ▲ 5

17,325 17,610 17,882 18,279 18,533

前年度増減 115 285 272 397 254

職員定数

派遣職員数

合計（総定員）

（ア）　＋　（イ） 17,957 18,216 259

区　分 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

区　　　　分 現行職員定数 新職員定数 増減員数

福岡市議会事務局条例に定める職員定数　（イ） 40 40 －

消 防 局 1,119 1,134 15

計　（ア） 17,917 18,176 259

478 478 －

交 通 局 558 560 2

－

農 業 委 員 会 事 務 局 13 13 －

－

監 査 事 務 局 26 26 －

217
（ う ち 校 長 ・ 教 員 ） (8,343) (8,558) (215)

福
岡
市
職
員
定
数
条
例
・
第
２
条
第
１
項

第 １ 号
市 長 事 務 部 局 6,308 6,333

第 ２ 号
教育委員会事務局及び教育機関 9,369 9,586

選挙管理委員会事務局 30 30

人 事 委 員 会 事 務 局 16 16

水 道 局

25
（ う ち 福 祉 事 務 所 ） (681) (688) (7)

福岡市職員定数条例の一部を改正する条例案の概要

区　　　　分 現行職員定数
改正案

主要な増減の内容
新職員定数 増減員数
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（３）議案第 80 号（概要） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

福岡市グローバル創業・雇用創出特区の推進に 

関する条例の一部を改正する条例案の概要 

 

 

第１ 改正の理由 

租税特別措置法の一部改正に鑑み、福岡市グローバル創業・雇用創出

特区の取組みを推進し、もって本市の経済の活性化を図るため、福岡市

指定法人に対する市税の特例措置等の適用期限を延長する等の必要があ

る。 

 

第２ 改正の内容 

福岡市指定法人の指定を受けたものに対する市税の特例措置等に 

ついて、現行期限（令和６年３月 31 日）を２年間延長し、令和８年 

３月 31 日を期限とするとともに、所要の規定の整備を行うもの。 

 

 

市税の特例措置 

福岡市指定法人の指定を受けた法人については、法人設立から５年 

以内に限り、対象事業に係る法人市民税法人税割を課税免除とする。 

 

［主な指定要件］ 

・創業から５年未満の法人であること。 

・事業の実施に当たり規制の特例措置等が重要な役割を果たすこと。 

・「医療」「一定の IoT」「先進的な IT」のいずれかの分野で革新的な 

事業を行うこと（今回の改正により「国際」「農業」分野が除外）。 

 

 

第３ 施行期日 

公布の日から施行する。 
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福岡市グローバル創業・雇用創出特区の推進に関する条例の 

一部を改正する条例案 新旧対照表 

【下線部分が改正部分】 

 

福岡市グローバル創業・雇用創出特区の推進に関する条例（平成 28 年福岡市条例第 60 号）  

現   行 改 正 案 

第１条 略 

 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲

げる用語の意義は、それぞれ当該各号に

定めるところによる。 

（１）・（２） 略 

（３） 福岡市特定事業 次に掲げる要

件のいずれにも該当する事業をい

う。 

ア 事業の実施に当たり規制の特例

措置等が重要な役割を果たすもの

であること。 

イ 次のいずれかに該当するもので

あること。 

（ア） 国家戦略特別区域法施行

規則(平成26年内閣府令第20号

。以下「府令」という。)第11

条の２第２号イからニまでの

いずれかに該当するものであ

ること。 

（イ） ソフトウェアの開発、半

導体製品の設計その他の電子

計算機を用いて情報、知識等

の知的資源を活用した製品開

発を行う事業又はその成果を

活用した事業であって、規則

で定めるもの((ア)に該当する

ものを除く。) 

ウ 新たな価値又は経済社会の変化

をもたらすと市長が認める革新的

な事業であること。 

 

第３条～第８条 略 

第１条 略 

 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲

げる用語の意義は、それぞれ当該各号に

定めるところによる。 

（１）・（２） 略 

（３） 福岡市特定事業 次に掲げる要

件のいずれにも該当する事業をい

う。 

ア 事業の実施に当たり規制の特例

措置等が重要な役割を果たすもの

であること。 

イ 次のいずれかに該当するもので

あること。 

（ア） 国家戦略特別区域法施行

規則(平成26年内閣府令第20号

。以下「府令」という。)第11

条の２第２号に掲げる要件に

該当する事業であること。 

 

（イ） ソフトウェアの開発、半

導体製品の設計その他の電子

計算機を用いて情報、知識等

の知的資源を活用した製品開

発を行う事業又はその成果を

活用した事業であって、規則

で定めるもの((ア)に該当する

ものを除く。) 

ウ 新たな価値又は経済社会の変化

をもたらすと市長が認める革新的

な事業であること。 

 

第３条～第８条 略 
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現   行 改 正 案 

附 則 

１ 略 

 

（失効） 

２ この条例は、令和６年３月 31日限り、

その効力を失う。ただし、この条例の失

効の際、現に福岡市指定法人であるもの

については、同日後もなおその効力を有

する。 

附 則 

１ 略 

 

（失効） 

２ この条例は、令和８年３月 31日限り、

その効力を失う。ただし、この条例の失

効の際、現に福岡市指定法人であるもの

については、同日後もなおその効力を有

する。 
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1 1

３．組織編成案
下線：変更部分

令和５年度　（5.4.1現在） 令和６年度　（6.4.1現在）

総 務 企 画 局 261 総務企画局 268 　(＋7)

 理　事  1  理　事  1 

行 政 部 35 行 政 部 36 　(＋1)

総 務 課 8 総 務 課 8

情 報 公 開 室 6 情 報 公 開 室 5 　(▲1)

法 制 課 14 法 制 課 14

　(＋2)

課長※審理員(２ ) 課 長 ※ 審 理 員 ( ２ )

【行政マネジメント課長が兼務】 【行政マネジメント課長が兼務】

行 政 マ ネ ジ メ ン ト 課 4 行 政 マ ネ ジ メ ン ト 課 6

Ｄ Ｘ 戦 略 部 68

公 正 職 務 推 進 室 2 公 正 職 務 推 進 室 2

　(＋8)

情 報 シ ス テ ム 課 28 情 報 シ ス テ ム 課 32 　(＋4)

Ｄ Ｘ 戦 略 部 60

デ ー タ 活 用 推 進 課 6 デ ー タ 活 用 推 進 課 7 　(＋1)

部長※サービスデザイン 部長※サービスデザイン

　(＋2)

シ ス テ ム 刷 新 課 9 シ ス テ ム 刷 新 課 13 　(＋4)

Ｄ Ｘ 戦 略 課 7 Ｄ Ｘ 戦 略 課 7

　(＋1)

サ ー ビ ス デ ザ イ ン 課 8 サ ー ビ ス デ ザ イ ン 課 7 　(▲1)

課長※サービスデザイン 0 課長※サービスデザイン 0

【組織定数課長が兼務】 【組織定数課長が兼務】

　(＋2)

5部長※働き方ＤＸ推進

課長※働き方ＤＸ推進

【行政マネジメント課長が兼務】

　(＋5)

【部長※サービスデザインが兼務】

課長※働き方ＤＸ推進

【ＤＸ戦略課長が兼務】

課長※働き方ＤＸ推進

【サービスデザイン課長が兼務】

課長※働き方ＤＸ推進

【情報システム課長が兼務】

課長※働き方ＤＸ推進

【データ活用推進課長が兼務】

0

課長※働き方ＤＸ推進

【統計調査課長が兼務】

課長※働き方ＤＸ推進

【人事課長が兼務】

課長※働き方ＤＸ推進

【研修企画課長が兼務】

課長※働き方ＤＸ推進

【労務課長が兼務】

0

2

1

2

0

0

0

0
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1 1

1 1

令和５年度　（5.4.1現在） 令和６年度　（6.4.1現在）

企 画 調 整 部 51 企 画 調 整 部 43 　(▲8)

部長※国家戦略特区等推進 部長※国家戦略特区等推進

部長※事業調整 部長※事業調整

企 画 課 長 ⑩ 41 企 画 課 長 ⑨ 32 　(▲9)

【ＤＸ戦略課長が兼務】 【ＤＸ戦略課長が兼務】

【課長※水資源対策が兼務】 【課長※水資源対策が兼務】

統 計 調 査 課 7 統 計 調 査 課 8

部 長 ※ 水 資 源 対 策 3 部 長 ※ 水 資 源 対 策 3

課 長 ※ 水 資 源 対 策 2 課 長 ※ 水 資 源 対 策 2

国 際 部 22 国 際 部 23 　(＋1)

国 際 政 策 課 10 国 際 政 策 課 10

国 際 交 流 課 6 国 際 交 流 課 7 　(＋1)

ア ジ ア 連 携 課 5 ア ジ ア 連 携 課

80

5

人 事 課 30 人 事 課 30

人 事 部 80 人 事 部

研 修 企 画 課 8 研 修 企 画 課 8

職 員 健 康 課 9 職 員 健 康 課 9

産　業　医　(１) 産　業　医　(１)

組 織 定 数 課 7 組 織 定 数 課 7

労 務 課 10 労 務 課 10

東 京 事 務 所 8

福 利 厚 生 課 15 福 利 厚 生 課 15

次 長 ② 7 次 長 ② 7

東 京 事 務 所 8

　(＋1)

※経済観光文化局へ一部移管
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